
借地権が設定された被相続人の土地は、

相続税では「貸宅地」とされ、自用地価額か

ら借地権価額を控除した金額で評価します。 

通常の地代の場合は、財産評価通達で評価 

土地の使用の対価として通常、権利金を

収受する慣行のある地域で通常の賃貸借契

約により通常の地代を支払うとき、貸宅地

は財産評価通達により評価されます。 

なお、通常の地代未満の地代を支払う場

合も以下の算式で評価します。 

貸宅地の価額＝自用地価額×（１－借地権

割合） 

同族会社に貸付けする場合の評価 

被相続人が同族関係者となっている同族

会社にアパート経営をさせるため、自分の

土地に借地権を設定する場合、借地契約を

第三者との取引と異なる条件で行うと権利

金等と実際の地代の水準に応じて借地権と

貸宅地の評価は影響を受けます。 

以下は、権利金等の支払がない場合です。 

① 相当の地代を支払っている場合 

権利金の認定課税を回避するため、権利

金の支払に代えて相当の地代を支払う場合、

借地権評価額は零、貸宅地の評価額は自用

地価額の 80％となります。 

② 通常の地代を超え、相当の地代未満 

貸宅地の価額は、実際に支払う地代の水

準に応じて決まります。 

貸宅地の価額＝自用地価額－自用地価額×

借地権割合×{１－（実際の地代－通常の地

代）/（相当の地代－通常の地代）} 

ただし、貸宅地の価額が自用地価額の

80％を超える場合は、被相続人が借地契約

により土地利用の制約を受けていたことを

考慮して 80％を上限とします。 

なお、①②とも、20％分は同族会社の借

地権として同族会社の株式評価上、純資産

価額に算入されます。 

小規模宅地等の特例による評価減 

さらに一定の要件を満たすと「貸宅地」

は「貸付事業用宅地等」として小規模宅地

等の特例が適用されます（200 ㎡まで 50％

減）。同族会社との賃貸借契約の締結、地代

の支払（有償貸付）が前提となります。ただ

し、固定資産税程度の地代設定では営利性

が認められず、「小規模宅地等の特例」の適

用を受けることはできません。適用には相

続開始前３年を超えて被相続人等の貸付事

業の用に供されていること（特定貸付事業

は 3年以内も可）、事業承継要件、保有継続

要件を満たすことが必要です。 
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貸付事業用宅地等には、営

利性に加え、近隣相場と遜

色ないことも必要です。 

同族会社が借主の場合の貸宅地の評価 
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